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社会資漉の必要とその決定
ある入にとって何かが必要である、とは、そのものが欠けているために、何らカEの望ましい状
態が実現できないでいる、ということを意味する。このときの f欠けている何かj を社会資源と
呼ぶ。言い換えると、社会資源とは、「必要とされているものjである。
必要と社会資源の其体像について述べたものとして、「ベヴァリジ報告(1942年)Jがある。こ
の報告は、人間の生存を脅かすものとして、 5人の臣人の存在を指携している。それは、窮乏、
痕病、無知、臨盤、無為の5人であり、それぞれ、所得保障、保健軍療、教育、住宅、雇用機会
という社会資療に対応している。これらは、人間の生活における必要の領域と、それぞれを充足
すべき社会資漉を示す。武JlHま、 6入居の直人として能力障害(ディスアピリティ)を加え、そ
れに対応する社会資源を対入社会サービスであるとしている。
次に、ある人にとって、何かが必要であるという判断の根拠について考えてみよう。何かが必
要であるという判断は、その人の欲望に任せて主観的に決定されてよいのだろうヵ、例えば、お
金を求めているか、と間われて「もう十分ですから欲しくありません」と回答する人はめったに
いないだろう。 fお金はありすぎて閤るものではないj ということに反対する入}ままれである。
あるものが欠けているために、何らかの状態が実現できないでいる、その f欠けているものjを
欲望に基づいて主観的に定めるなら、それは必要ではなく、需要と呼Iまれる。需要は無隈に増大
する性質のものであるから、これに従って社会資源を供給すれば財政破綻をきたすことは明らか
である。いっぽうで、必要は、何らかの値値基準、規範に基づいで客観的に定められるものであ
り、単一の主体だけの主張でなく複数主体の討議による合意という手続きを要する。もっとも社
会資源は希少性をもって特徴づけられており、必要に基づいて供給したとしてもそれをすべて満
たすことはできないのが通常である。
ここで、必要を定める討議の主体となるものに、当事者、専門家、社会通念の3者がある(武
}lf)。まず、当事者は、必要を主観的な立場から訴えることになる。その一部は、上で述べたよ
うに必要ではなく需要であり、説得力に欠けるが、主観的な必要のすべてが悉意に基づくもので
はない。必要の一部は、専門家の視野からは抜け落ち、当事者でなければわからないものである。
今まで、必要の決定を専門家の代弁に任せ、当事者が無視されていた額向は否めないが、これは
正しいことではなかった。当事者の意見表明は重要である。しかし、それには主観的な需要の部
分が多いこと以外にも問題がある。まず、当事者相互の意見の相違がある。難病の患者を倒にと
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るなら、当事者である患者の徳性や置かれた環境の違いによって、意見の差異があり、場合によ
っては厳しく対立することになる。次に患者の家族などのサボーターと患者本人の意見の相違も
問題になりうる。家族と本入の利害も常に一致するわけではない。難病の子どもとその窺との関
係が「親の心、子知らず」ということも、 f負うた子に教えられj ということもある。
福祉分野での専門家といえば代表格は医師である。必要決定における底師の発言権は大きいも
のだが、額制強立牲が強く、専門性の細分化も伴って医師関に意見の相還が出現する場合がある。
現夜もっと大きな開題になっているのは、専門家としての過剰な閉鎖性や社会からの黍離に対す
る、当事者や社会通念(備えば世論)からの医師に対する批判である。この結果、握師の意見が
そのまま受け入れられていた f蜜月時代Jは終わりを告げられた惑があり、底部と当事者の意見
対立がしばしば見られる。もともと専門家たる医師と当事者との関には協同的な利害関係があり、
福祉分野での予算支出の一部は最終的に涯師の収入になる。再考の意見対立は、こういった単純
な利害一致が過去のものであることを意味する。匿師側が情報公開や批判の受け入れといった応
答を示さないなら、専門家としての社会的立場が損なわれるかもしれない。専門家の意見は、露
大な基礎知識の上に成立するもので、その結論のみを公開すれば公正な手続きになるわけではな
い。その本来の姿である公益性に立ち戻って、クライアント=当事者を中心に据ゑた自己規制を
遂行していく必要がある。
3番目の主体は社会通念である。これはやや漠然としたもので、それを体現するものが何なの
か、議論を要するところである。世論?立法府?マスメディア?行政府立官僚?あるいは司法?
いったいどれが社会通念なのであろうか。前2者は、国民主権や議会制民主主義の原理から、社
会通念と考えて間違いないだろう。また、紛争状態になった際に最後の砦が司法であることも常
識的である。残るはマスメディアと行政府だが、これをどう評価すべきだろうか。
上述のように、当事者の意見も専門家の意見も重要と考えられるのに、それらが一致しない場
合が多いのが現状である。さらに、慰政難によって百的資額の希少性は高まる一方である。この
ような錯綜した状態では、結論を出すにあたっての社会通念の占める位置は非常に高い。
社会資源の供給
ベヴァリジ報告の5人の巨人+1、すなわち窮乏、疾病、無知、臨盤、無為、能力障害に対応
する社会資源はどこから供給されるだろうか。各々に対応する社会資源は、上で見たように所得
保障、保健医療、教育、住宅、雇用機会、対入社会サービスであり、それぞれ、財政出動、医療、
学校、住宅政策、企業、介護事業者が主な供給主体となる。しかし、現在の社会において供給主
体は多元化しており、例えば医療機関とは別個の存在であるNPO(医療法人などを除く狭義の
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NPO)が保健軍療の供給での重要性を増しているし、医療が健康教育、疾病教育を担って生護
教育にかかわる場合が出てきたり、学校保龍を通じて学校が保健握療分妻子に関与するようにもな
っている。このような社会資源供給主体の多元化は、ティトマスの「福祉の社会的分業Jの提唱
以来注目されている。
次に供給主体側から見てみると、この多元性は一層はっきりする。供給主体には、行政、学校、
医療チーム、企業、社会通念、 NP 0 (non-profit organization、民間非営利団体)、家族、本人
の8つがある。それぞれ得意分野もあるし、手を出せない領域もある。所得保障については、行
政の占める位置が正樹的に大きく、企業やNPOなどの寄与は、あったとしてもごく撤々たるも
のである。供給主体と社会資漉との関係を図 lに示す。
社 d2b2h C 資 源 の 供 絵 主 体
公 的 部 門
民 間 部 同
私 的 部 門
行 政 学 校 医療チーム 1E 業 社会遜念 N P 0 
家 族 本 人
周 図 当事者
5 窮乏 所得保際 社 ヱ
人 ノーマライ ピアカウン ン疾病 地域保健 学校保健 医 療 健康保険
ゼーション セリング 会 /、t
の
無知 教育政策 教 育 疾病教育 情報提供 ワ
豆 的
恒隆 住宅政策
バリア バリア 町づくり
人 フリー フリー
支 メ有給職員
十 無為 雇用政策 雇 用 雇 用 ン
1 能力 介 護 ケ ア 援 ト
障害
図 1
， ，
?
? ?
最近、社会資源供給主体としてのNPOの意義、特に患者・家族会NPO、福祉NPOが注白
されている。これには、 NPO法が平成10年に成立し、ボランティア性を持つ小間体が法人格取
得による社会的認知を受けられるようになったことの影響が大きい。社会資掠供給にあたるどの
主体についても、信頼性についての不安が皆無とは言えないが、本来草の根的に発生してきたN
POについては、安定した透明な運営や十分な公益性が確保されていない場合が少なくない。 N
POが信頼性評価、品質保証を求められるのは当然のことで、それに対して法人格取得という具
体的な方法で回答を示せるようになった点に意義がある。
患者・家族会NPOは、 2つのルーツを持つ。一つは、互益を目的とするセルフヘルプグルー
プであり、これは情報公開や公益性から遠いところに存在する。参加者が棺互に名前も知らない
fアノニマス・グループj という極端な場合もある。純然たるセルフヘルプグループは、民間非
営利部門というより、私的部門に分類すべきと思われる。もう一つは、アドボカシーを主自的と
するグループであり、こちらは、もともとある程度の公益性を持ったものである。 2つのルーツ
は、 NPOの供給すべき社会資額という視点から見てどちらも重要であり、どちらも伸ばしなが
らしかも社会的信頼の高いNPOとして、できれば法人格を持って活動することが望ましい。
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